
１．（１）趣旨・目的
〇 創薬シーズ等創出の源泉であり、我が国の産業競争力にも直結する重要な研究領域である医学系研究の相対的な国際競争力の低下が危惧。
〇 「国家戦略上重要な研究課題」に関する研究活動の加速とあわせて、研究環境の改善に係る大学病院・医学部の取組を推進することを通じ、医学系
研究の研究力を抜本的に強化。
◆ 基礎生命科学や他分野を含めた多様な人材の参画、国研や産業界・海外等との頭脳循環、研究者が研究に専念できる環境の整備が不可欠。
◆ 若手研究者に積極的に機会を与えるとともに、優れた識見を有する経験豊富な研究者が若手を伴走支援。
◆ 地域の大学からも多くの参画を得て、裾野広く支援が実施されていくことが望ましい。
◆ 大学病院・医学部を取り巻く状況を一変させる契機となり、危機的状況にある我が国の医学系研究全般の研究力の躍進に繋がることが期待。
◆ 大学等の研究現場に研究志向のマインドセットを浸透させ、あわせて臨床現場で得られた洞察が医学系研究を活性化する呼び水となることを期待。

医学系研究支援プログラムの事業運営の方針【概要】
令和７年３月５日 医学系研究支援プログラムの運営に関する検討会議
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１．（２）スキーム
〇 大学が研究力向上計画を作成し、AMEDが審査・採択。
〇 研究力向上計画には、 「国家戦略上重要な研究課題」を踏まえ、各機関の強みを活かした研究推進構想を明記。
〇 実施機関は、研究推進構想を実現するために最適な研究推進体制及び研究マネジメント体制を構築し、研究環境改善に係る取組を実施。
◆ 本事業における２類型
①総合型…基礎と臨床の協働等を通じた総合的な研究力の向上により、我が国の医学系研究を先導する役割を目指す。 【単独機関による申請を想定】
②特色型…臨床研究等において多くのデータ等の共有を通じた成果創出等、特定の領域において相乗効果を発揮する共同研究拠点を目指す。
【複数機関による申請を想定】

２．国家戦略上重要な研究課題
生命科学とAI/データ
駆動型研究の融合

基礎医学と臨床医学の連携・協働
によるヒトに係る生命現象の解明

健康・医療戦略等の国家的・
社会的課題への貢献

少子・超高齢社会を迎える日本社会の
持続性・継続性向上への貢献

３．実施機関に期待される取組内容
（１）研究環境改善に係る取組
〇 M.D.に限られない幅広い研究者が対等な関係で協働する環境を構築。
〇 国研・産業界との研究交流や海外派遣等を通じた研究者の流動性向上。
〇 研究日・時間等の設定、研究支援人材の確保、業務の代行に係る経費の支出、研究DX等
による研究に専念できる環境の整備。

〇 他の大学病院やナショセン等との診療データの標準化・共有。
〇 医学研究に携わる人材育成を推進するとともに、処遇改善等を通じた研究の魅力向上 等

※過度に限定的なものと解釈することなく、各機関の創意工夫を活かした提案が望ましい。

４．期待される成果と事業評価
〇 基礎的なライフサイエンス研究は息の長い研究であり、中長期的な成果の創出を見据えて、事業運営や成果の評価を実施していくことが重要。
〇 研究政策上重要な事業であり、我が国全体の研究力向上への貢献も期待されることから、予算期間の終了に先立ち令和９年度中に中間評価。
〇 論文等の創出は短期的には困難であることに留意しつつ、多面的な指標により総合的に評価。

（２）研究マネジメント体制・研究推進体制
〇 研究マネージャーや研究支援センターの設置等
を通じた組織的な研究マネジメント体制の構築。

〇 多様な研究者からなる研究推進体制の構築。
業績を過度に重視せず、萌芽的な研究を支援。

〇 他機関と連携した研究体制（診療データ共有
等）の整備。 等
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１．事業内容
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 臨床医学・基礎生命科学いずれもTop10%補正論文数の世界シェアは低下
傾向にあり、医学系研究の相対的な国際競争力の低下が危惧されている。

 医学系研究は、健康・医療に直接的に貢献するとともに、創薬力の向上等を
通じ我が国の産業競争力にも直結する重要な研究領域であり、新たな事業を
創設し、医学系研究力の向上を図る。

医学系研究支援プログラム
現状・課題

事業内容 事業実施期間 ～令和9年度

≪総合型≫ ≪特色型≫

国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）（基金）

国
補助金

研究環境改善に係る組織的コミット
機関としての取組も支援

研究費 支援を最大限活用して
研究成果を創出

＜参考＞政策文書における記載
 経済財政運営と改革の基本方針2024（令和６年６月閣議決定）
大学病院等の研究開発力の向上に向けた環境整備やAMEDの研究開発支援を通じて研究基盤を強化す
ることで創薬力の抜本的強化を図る。

 新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2024（令和６年６月閣議決定）
また、大学病院に所属する医師の研究開発活動について、診療・地域医療への貢献により十分な研究時間が
確保できないという課題があることから、日本医療研究開発機構（AMED）を通じて、医学研究者の研究時
間の確保等に取り組む大学において、医師の研究を補助する職員の採用等、研究環境の効率化を進める。

 創薬力の向上により国民に最新の医薬品を迅速に届けるための構想会議中間とりまとめ（令和６年５月）
…医療 DX やAI 利用による業務効率化に積極的に取り組むとともに、先端的な医療や臨床試験を実施する
大学病院の研究開発力の向上に向けた環境整備を推進することが重要である。

【事業スキーム】

研究環境の改善に係る機関の取組が推進されるとともに、国家戦略上重要な研究領域
における研究活動が加速され、医学系研究において優れた研究成果が創出される。

 令和6年度補正予算額 134億円

基礎と臨床の協働等を通じて、原
理・病態解明から治療法の創出ま
で広がり・波及効果の高い総合的な
研究力の向上を目指す

強みのある分野の臨床研究等に
おいて、ネットワークを活用して多
くのデータや知見を共有し、優れた
成果の創出を目指す

• 国家戦略上重要な研究課題※に取り組む研究者の研究活動と、大学病院・医学部とし
ての研究環境改善に係る取組（例：研究時間の確保、他分野・他機関との連携強化、
一定の流動性の確保等）とを一体的に、基金を活用して柔軟かつ機動的に支援するこ
とにより、医学系研究の研究力を抜本的に強化する。

• 具体的には、大学病院・医学部を置く大学の中から、医学系研究者の研究時間の確保、
基礎生命科学や他分野を含めた多様な人材からなる研究チーム形成、国研や産業界、
海外等との頭脳循環の推進等に取り組む大学を公募・採択する。

• 採択された大学から選抜された研究者に対し研究費を支援するとともに、上記のような機
関としての取組も支援する。

※今後、関係省庁と調整の上策定（例：創薬エコシステム、がん、難病等）

（担当：研究振興局ライフサイエンス課）

採択件数：4件程度
支援人数：12人程度/件

採択件数：7件程度
支援人数：24人程度/件



• 以下の２類型とも、共通的な方針として、
①異分野融合研究の実施、②研究者の多様性、流動性の向上（周辺大学、民間企業、国外研究機関等との連携）
を要件に入れる。

・加えて、今後の領域設定の仕方によるが、研究活動において創出されたデータはデータ共有等を含めた研究ネット
ワークの構築を行う。

・また、研究時間の確保に向けた医師間の役割分担の見直しや研究に専念可能な研究日・研究時間の設定等の推進を
行う

事項 総合型 特色型
支援対象の機関数・人数 4件×12人(PI) 7件×24人(PI)

支援規模
（１件あたり・３年間） 7.2億円（研究費5.4億円、研究環境整備費1.8億円） 13.8億円（研究費10.8億円、研究環境整備費3億円）

支援の対象 複数領域に渡る一定の広がり、
高い総合力を生かしたもの

強みのある単一領域等に特化するなど、
特色ある取組（例：一部の臨床の領域等）

求められる条件

・基礎と臨床との融合等や、複数領域に渡る一定の広
がりのある研究など、総合力を発揮。

・国際的な頭脳循環等の他機関との連携、人材の流動
性の条件を厳格化。

・特定の研究領域に強みを持つ複数の大学間での相
乗効果、流動性の向上を期待。

◆基本的な支援にあたっての共通方針

◆支援対象及び支援規模

医学系研究支援プログラム スキームと類型

※単価や人数・件数は予算上の金額。
※大学病院・医学部を有する大学を公募対象とするが、我が国の疾患研究・医療研究において重要
な役割を果たすナショナルセンター（国立高度専門医療研究センター）等の大学以外の機関とも連
携することが想定される。
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２．事業の背景



出典：NISTEP、科学技術指標2023、調査資料-338、2023年8月
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分野別論文数割合の推移（1981年～2021年）
〇 全世界、日本ともに、生命科学分野の論文数が占める割合は大きく、基礎生命科学だけで約３割、臨床医学を
含めると約半数を占める。

〇 1981年から2021年までの40年間で、日本における論文数は、基礎生命科学は5.2 ポイント減少、臨床医学
は17.0 ポイント増加。



我が国の医学系研究の国際競争力の現状
〇 基礎生命科学・臨床医学のいずれも米英独仏中の５か国に劣後する状況が続いているだけでなく、韓国にも肉

薄されているなど、我が国の医学系研究の相対的な国際競争力の低下は深刻な状況。
※基礎生命科学及び臨床医学でのTop10％補正論文数シェア（分数カウント）は、1999年～2001年（平
均）は双方ともに世界４位であったが、2019年～2021年（平均）ではそれぞれ世界12位及び世界９位
に低下。

（出典）文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学研究のベンチマーキング2023」

臨床医学におけるTop10％補正論文数シェアの推移基礎生命科学におけるTop10％補正論文数シェアの推移
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研究活動と診療活動のエフォート配分の調整が
必要

考えられる対応

研究のあらゆる作業を医師である研究者自らが
一手に担い、核心部分の検討に十分なエフォー
トを割けない

医師の診療業務の負担が大きい中、働き方改
革を進める必要がある

研究の各プロセスの効率化が不十分。DX化が
遅れている。

他分野の専門的知見の活用が不十分

医学系研究の課題
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例）

〇 研究者の多様性と流動性の向上

〇 研究DX等により研究の効率化を促進

〇 研究日・時間等の設定や研究支援人材の確保等による
研究時間の確保

・研究計画書策定業務等をAIを用いて省力化
・データベースを整備し、文書の自動構成チェック機能等を実装 など

・医学以外を専門とする研究者との連携による分野横断研究を推進
・周辺大学や国研、産業界等の他機関の研究者の採用など、機関
間の連携を強化
・海外等との頭脳循環の推進 など

・他の教員等の協力を得て研究に専念できる研究日や研究時間を
設定
・メディカルライターやデータサイエンティスト等の研究支援人材の確保
・バイアウト制度の活用による研究時間を確保 など

組織を超えた人材交流が乏しい

〇 医学系研究の課題を分析した上で、効果的な対応策を講じることが必要であり、医学部・大学病院
を取り巻く状況に応じた対応策を検討中。

〇 下記のような課題に取り組むことにより、①研究時間の確保と②多様性・流動性の向上の両面から、
医学系研究の研究力を強化。

研
究
時
間

多
様
性
・
流
動
性

医学系研究を取り巻く課題と対応

※ 上記の取組を大学病院全体として推進する必要。
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医学研究分野における研究者の多様性と流動性の状況①

〇 JST-CRDSの分析において、Ph.D.の参画などによる異分野融合研究の推進が課題であると指摘されている。
〇 文部科学省の審議会の中間取りまとめにおいても、他分野の研究者との協働への期待について触れられている。

国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター（CRDS）「研究
開発の俯瞰報告書 ライフサイエンス・臨床医学分野（2023年）」
“ライフサイエンス・臨床医学の分野においてイノベーションを生み出すためには、生命科学、工学、 
情報学、数理科学、医学の有機的な連携が必要”

“異分野連携の重要性は以前から指摘されているが、まだ十分に達成されているとは言えない” 
“海外の医学研究科や病院の研究所では、PhDがMDと並び研究のメインプレーヤーとなってい
るのに対し、日本の大学病院などでは、そうはなっていない”

“若い研究者が学際研究に挑戦できる研究環境づくりが不可欠”

科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会 ライフサイエンス委員会「中間とり
まとめ」（令和６年７月31日）
“…特に医学系において、研究者の流動性 ・多様性が不足しているとの指摘がある。大学病院・
医学部の医学系研究においては、従来M.D.（メディカル・ドクター）が大きな役割を果たしてきた
が、基礎生命科学の研究者や、情報科学や量子科学等の他分野の研究者など、幅広い研究
者が参画して対等な関係で協働してこそ革新的な成果が期待できる。医学分野におけるPh.D.
の参入は米国をはじめ世界の潮流にもなっており、我が国においても、医学系研究においてPh.D.
が参画するとともにキャリアパスを形成することをはじめとして、これからは多様な人材からなる
チームにより研究成果を出していくことを当たり前とする意識をアカデミアにおいて醸成していくこと
が必要である。”



11出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「論文データベース
分析から見た大学内部組織レベルの研究活動の構造把握」

注1）大学グループについては、分析対象の31大学を、日本の全大学の総論文に占める論文数シェア
（2005～2007年、2007年時点の集計）を用いて、
• 第1グループ（4大学、論文数シェア：5%以上）
• 第2グループ（13大学、論文数シェア：1%以上5%未満）
• 第3グループ（14大学、論文数シェア：0.5%以上1%未満）
の3つのグループに分類。第3グループに分類される大学は、日本全体で27大学存在するが、分析対
象の大学は14大学であり、全ての大学ではない。

注2）「研究拠点」 は、（A）共同利用・共同研究拠点、（B）世界トップレベル研究拠点プログラム
（WPI）、C）研究所等（附置研究所等）の3つのうち、いずれかに該当するものを分類。

大学内部組織分類別の研究活動の状況

〇 保健分野は、他の分野と比較して、国際共著論文割合及び産学連携論文割合が相対的に低調な傾向。
〇 臨床医学分野における国際共著率は、他国比・他分野比ともに、低水準である上に増加分も低い。
〇 保健分野は、他の分野と比較して本務教員における自校出身者の占める比率が高い。

主要国の分野別国際共著率の推移

出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術のベンチマーキング2023」

大学本務教員における自校出身者の占める比率（％）
理学 工学 農学 保健
21.8 29.8 35.8 48.1

出典：文部科学省「学校教員統計調査」（令和４年調査）

医学研究分野における研究者の多様性と流動性の状況②



316 

323 

269 

474 

473 

416 

102 

82 

73 

110 

97 

86 

1,407 

1,372 

1,218 

298 

316 

291 

2,706 

2,664 

2,354 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

H25

H30

R5

教育活動 研究活動 社会サービス活動(教育関連)

社会サービス活動(研究関連) 社会サービス活動(その他(診療活動等)) その他の職務活動(学内事務等)

◆国立大学病院の推計年間総研究活動時間の試算
1人当たり年間研究活動

時間(時間) (A)
国立大学病院常勤医師数

(人) (B)

国立大学病院の推計年間
総研究活動時間
(時間) (A×B)

H25 474 11,186 5,302,164

H30 473 12,168 5,755,464

R5 416 12,769 5,311,904

（出典）文部科学省「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」を基に、文部科学省医学教育課が作成。

注1）文部科学省「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」（FTE調査）
における「医学（臨床系）教員」の実数に相当するデータが収集できていないため、
FTE調査において明らかにされている「医学（臨床系）教員」1人当たり年間研究
活動時間に、過年度分も含めて実数が判明しており、一般に、研究を本務とする
国立大学病院の常勤医師数（出典：国立大学病院長会議「国立大学病院資
料」）を乗じ、国立大学病院の推計年間総研究活動時間を試算したもの。

注2）国立大学病院常勤医師数には、各調査の実施年度（H25調査であれば、
H24年度。他の年度も同様）を入力している。
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推計年間総研究活動時間の算出にあたっては、国立大学病院の常勤医師数の推移を当てはめて試算した。

医学（臨床系）教員の年間総職務時間の活動内容別内訳の推移（単位：時間）



３．政策文書等



大学病院等の研究開発力の向上に向けた環境整備やAMEDの研究開発支援を通じて研究基盤を強化することで創薬力の抜本的強化を
図る。

経済財政運営と改革の基本方針2024（令和６年６月21日閣議決定）

また、大学病院に所属する医師の研究開発活動について、診療・地域医療への貢献により十分な研究時間が確保できないという課題があること
から、日本医療研究開発機構（AMED）を通じて、医学研究者の研究時間の確保等に取り組む大学において、医師の研究を補助する職員
の採用等、研究環境の効率化を進める。

新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2024（令和６年６月21日閣議決定）

バイオエコノミー戦略（令和６年６月３日統合イノベーション戦略推進会議決定）
他の分野と同様、研究に専念できる環境の不足が深刻な状況にある。特に、医師の働き方改革が進められる中、臨床研究系の研究時間の
低下が懸念されている。また、最先端のライフサイエンス人材や数理科学、情報科学、統計学分野の専門家を我が国に呼び込むとともに、優秀な
人材の海外流出を防ぐためには、流動性・多様性を確保しながら、待遇面の改善を含めて支援していくことが必要である。このため、生命科学系の
若手研究者が研究に専念できる環境を整備するとともに、研究時間の確保のため、研究費の報告書の簡素化に取り組む。

【本文】若手研究者が研究に専念できる環境を整備するとともに、研究支援人材の確保や若手研究者向けの競争的研究費の充実等に取り組む。
【別添】医師の働き方改革が進められる中、若手研究者が研究に専念できる環境を整備するとともに、最新解析機器のコアファシリティ化等を通じ、
研究支援人材の確保やキャリア形成の促進を図る。

統合イノベーション戦略（令和６年６月４日閣議決定）

政策文書の記載（骨太の方針等）
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医学系研究者の研究活動と大学病院・医学部としての研究環境改善に係る取組を一体的に支援するとともに、ゲノムデータや次世代ｉＰＳ
細胞の研究基盤に対する支援を充実する。

国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策（令和６年11月22日閣議決定）



創薬力の向上により国民に最新の医薬品を迅速に届けるための構想会議中間とりまとめ（令和６年５月２２日）
大学病院をはじめとする臨床研究を実施する病院において、医療現場の出口を知る医療従事者が臨床試験の拠点とも連携して創薬シーズの
研究開発を進めることも重要であるが、こうした医療現場のシーズの研究体制が危機的な状況にあるとの指摘がある。この背景として、大学病院等
に勤務する医師が診療や教育に係る業務負担の増大、地域医療への貢献等により疲弊し、研究開発に十分なリソースを充てられていないことで、
全体としての創薬力の低下を招いているとの指摘もある。医療現場全体の働き方改革が進められていくなかで、医療 DX やAI 利用による業務
効率化に積極的に取り組むとともに、先端的な医療や臨床試験を実施する大学病院の研究開発力の向上に向けた環境整備を推進すること
が重要である。

政策文書の記載（創薬力構想会議関係）
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「創薬力の向上により国民に最新の医薬品を迅速に届けるための構想会議」
中間とりまとめを踏まえた政策目標と工程表（抄）

※赤枠は文部科学省で追加



Ⅱ 現状と課題
２．３ 今後の方向性 ２．３－７ 基礎研究の充実と研究基盤・研究開発人材の強化
（略）医学、薬学及び生命科学分野等に係る研究環境の整備や、若手研究者に機会を与えるような革新的な基礎研究、野心的なプロジェクトを行うと
ともに、研究開発人材の育成に取り組む。加えて、国際科学トップサークルへの参入や優秀な若手研究者の交流を促進することにより、国際頭脳循環を推
進する。先端的な医療や臨床試験を実施する大学病院・医学部等の研究開発力の向上に向けた環境整備を推進するとともに、医学・生命科学系の
研究にAI、量子技術、数理等の高度専門家や異分野研究者を参画させることでより革新的な研究成果の実現を図る。

Ⅲ 基本方針
○ 最先端の研究開発を支える環境の整備等
臨床研究中核病院等の拠点の活性化、新規モダリティの治験薬製造体制の強化など施設・設備の整備・共用を促進する。
アカデミアにおける医学研究の中核的機関である大学病院・医学部（医学系の研究科を含む。）において、研究時間の確保や研究者の多様性・流
動性の向上を推進し、研究開発力を強化する。

Ⅳ 具体的施策
４．２ 研究開発の環境の整備及び成果の普及等 （１）研究基盤の整備
大学病院をはじめとする臨床研究を実施する病院において、医療現場のニーズを知る医療従事者が研究開発を進めることは重要である。しかしながら、医
学系研究を主として担う大学病院・医学部（医学系の研究科を含む。）に所属する医師は、教育・研究に加えて診療も担うことから、研究時間の確保に
向けた工夫がより必要な状況にある。医療現場全体の働き方改革が進められていく中で、医療DXやAI利用による業務効率化に積極的に取り組むととも
に、先端的な医療や臨床試験を実施する大学病院の研究開発力の向上に向けた環境整備を推進し、医学系研究の研究力を抜本的に強化する。

第３期健康・医療戦略（令和７年２月１８日 閣議決定）

政策文書の記載（次期健康・医療戦略等）
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２．医療分野研究開発等施策についての基本的な方針
アカデミアにおける医学研究の中核的機関である大学病院・医学部（医学系の研究科を含む）において、研究時間の確保や研究者の多様性・流動
性の向上を推進し、研究開発力を強化する。

３．集中的かつ計画的に講ずべき医療分野研究開発等施策 ３．１．世界最高水準の医療の提供に資する医療分野の研究開発
(3) ８つの統合プロジェクト ⑦ 橋渡し・臨床加速化プロジェクト
（略）さらに、先端的な医療や臨床試験を実施する大学病院等の研究開発力の向上に向けた環境整備を推進する。

第３期医療分野研究開発推進計画（令和７年２月１８日 健康・医療戦略推進本部決定）



大学病院政策とライフサイエンス政策の両面からの要請

○ また、研究者としての自由な発想がより活発になされるよう、組織の垣根を越えた人材の流動性を一定程度確保することが重
要な点に留意する必要があるほか、昨今の医学研究の高度化の状況を踏まえれば、医学分野以外の研究分野との横断的
な研究がより活性化していくことが期待され、その推進のために、他分野の研究者が医学研究に積極的に参入できるような仕
組みづくり等も望まれる。こうした取組も通じ、若手の医師であっても率先して医学研究の新たなフロンティアを開拓し、国内外
の様々な研究者と分野を超えて交流しながら、自身の研究者としてのキャリアを積み上げていくことが望ましい。

○ 医学研究の更なる充実のためには、大学病院の医師の研究時間の確保等を推進するとともに、十分に整った研究環境が必
要となる。国は、各大学の自主性・自律性を尊重しつつ、具体的な支援策を講じていくことを通じて、各大学における研究力の
向上に向けた環境整備の取組や研究に携わる人材の育成を後押ししていくことが必要である。

今後の医学教育の在り方に関する検討会 第二次中間取りまとめ

〇 研究時間の減少については、我が国の医学研究の中核的な機関である大学病院 ・医学部において特に深刻である。医師
である研究者は、教育・研究に加えて診療にも責任を負うとともに、関連病院への派遣等を通じた地域医療への貢献も求めら
れており、研究時間の確保が非常に困難な状況にある。

〇 医師である研究者の研究時間の確保については、研究日・研究時間の設定や、競争的研究費におけるバイアウト制度によ
る診療業務の軽減など、一部の大学病院 ・医学部において取組が見られる。しかし、医師の働き方改革が進められる中、医
師である研究者の研究時間の状況は更に厳しくなることが予測される。

〇 国としては、この状況を打開するため、具体的な支援策を講じていくことが不可欠であり、人材育成や研究力向上に取り組む
大学病院・医学部の取組と、国家戦略上重要な研究に取り組む研究者の取組を一体的に支援するプログラムを創設すること
が必要である。

ライフサイエンス委員会 中間とりまとめ

〇 大学病院政策を議論する「今後の医学教育の在り方に関する検討会」とライフサイエンス政策を議論する「ライフ
サイエンス委員会」の両委員会から相次いで提言されており、本事業は、大学病院政策とライフサイエンス政策の
両面の両面からの政策的要請に応じるもの。
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４．国家戦略上重要な研究課題



①生命科学とAI/データ駆動型研究の融合
近年、シーケンサー技術やマルチオミックス、メタボロー

ム・トランスクリプトーム・エピゲノム解析、クライオ電子顕微
鏡などのウェット技術と、数理、AI や通信、コンピューティン
グ技術などのドライ技術がともに急速に発展しており、ライ
フサイエンス研究の可能性が大幅に拡大している。
具体的には、精緻な計測技術の活用や、複数機関の連携

により取得された臨床データ等の大量のデータを基に、AI
等の情報科学を活用して新たな知見を創出するデータ駆動
型研究を推進することが重要である。
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国家戦略上重要な研究課題について

②基礎医学と臨床医学の連携・協働による
ヒトに係る生命現象の解明

医学系研究においては、基礎から臨床への橋渡しと、臨
床上のニーズの基礎研究へのフィードバックの両面からな
る双方向のトランスレーショナルリサーチなど、基礎医学と
臨床医学の連携がかねてより推進されてきた。
近年、基礎的な研究にヒトのデータを活用し、ヒトに係る生

命現象の解明を目指すHuman Biologyの進展など、基礎と
臨床の距離が近くなってきており、臨床現場を持つ大学病
院がこの潮流を牽引することが重要である。

③健康・医療戦略等の
国家的・社会的要請への貢献

医学系研究は、健康寿命の延伸等の国家的・社会的な要
請へ貢献してきており、今後もその負託に応えていく必要が
ある。
このため、第３期健康・医療戦略の「２．３－２ 社会的課

題の解決に資する研究開発の推進」に記載のがん、小児・
難病・希少疾病、ワクチン・診断薬・治療薬、医療機器、認
知症・脳神経疾患及び循環器病に係る研究開発をはじめ、
政府方針に明記された社会課題の解決への貢献を見据え
た研究を推進することが重要である。

④ 少子・超高齢社会を迎える日本社
会の持続性・継続性向上への貢献

我が国が他の先進国に先駆けて少子・超高齢社会を迎
える中、医学系研究には、あらゆる年代が健康な社会（幸
齢社会）の実現や、将来の医療費負担の軽減への貢献も
期待されている。
このため、個別化医療や予防医療・先制医療といった、

医療における新たな要請に応える研究や、健康づくりやヘ
ルスケア研究開発、新たな知見を通じたより適切な薬剤の
投与手法や薬物治療の最適化等を通じた社会保障制度
の持続性確保と新産業創出に貢献する研究等を推進する
ことにより、社会の持続性・継続性の向上に貢献すること
も重要である。



５．研究体制のイメージ



研究体制のイメージについて（総合型）

○研究マネージャー
研究推進構想全体の統括責任者
個々の研究課題の円滑な推進のため、
機関間連携等の調整業務を担う者

○研究支援者
個々の研究課題が期待される成果を上げられるよう、
専門的視点から研究支援を実施（データマネジメント、
計測・測定、生体試料管理等）
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【研究費】
年15,000千円／人

【研究環境整備費】
年60,000千円／件

○医学部長 ○病院長

○学長

○副病院長等（※支援対象外）
医師間の役割分担の見直しや、研究
日・研究時間の設定等の組織としての
改革推進の実務を担う者

異分野研究者

他機関研究者

※個々の研究については、学内の優秀なシニア研究者等が
随時アドバイザーとしての役割を果たすことも想定

※総合型については、他機関との連携は必須とはしな
いが、他の大学病院・医学部やナショナルセンター等
の研究機関等と連携して取り組むことを想定。



研究体制のイメージについて（特色型）

○研究支援者
個々の研究課題が期待される成果を上げられるよう、専門的視点
から研究支援を実施（データマネジメント等）

代表機関

連携機関

連携機関 ○研究支援者

○病院長等

○病院長等

○病院長等

○研究マネージャー
研究推進構想全体の統括責任者
個々の研究課題の円滑な推進のため、
機関間連携等の調整業務を担う者

○研究支援者
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【研究環境整備費】
年100,000千円／件

異分野研究者

他機関研究者

【研究費】
年15,000千円／人

※個々の研究については、学内の優秀なシニア研究者等が
随時アドバイザーとしての役割を果たすことも想定


